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１ 概況

景気は、消費の面では依然厳しい状況が残ったものの、生産活動や雇用の面で

持ち直しの動きが見られ、緩やかな回復基調となった。

平成１６年の本県経済は、鉱工業生産指数が第３四半期まで上昇を続けたが、第

４四半期になると前期を下回った。しかし、生産は年間を通じると大きく増加し

た。大口電力使用量も前年を上回った。

個人消費については、主要ホテル・旅館宿泊客数が前年を上回るなど一部に持ち

直しの動きがみられたものの、大規模小売店舗売上高（店舗調整後）が連続して

前年を下回るなど、低調に推移した。

雇用情勢については、有効求人倍率や新規求人数が前年を上回るなど持ち直しの

動きがみられた。

投資関連については、新設住宅着工戸数が前年を上回ったが、公共工事請負金額

が依然低調であった。

企業倒産については、件数は前年を下回り、負債額も前年を大きく下回った。

○主な経済指標
下段：前年比(%)または前年差(ﾎﾟｲﾝﾄ) 

分野 指標 単位 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年

生　産 指数 100.0 92.1 90.1 93.6 104.5

(H12=100) 8.8 △ 7.9 △ 2.2 3.9 11.6

指数 100.0 105.2 95.6 96.5 93.4

(H12=100) 1.6 5.2 △ 9.1 0.9 △ 3.2

千kwh 1,758,805 1,741,515 1,687,649 1,690,485 1,844,560

10.5 △ 1.0 △ 3.1 0.2 9.1

消　費 億円 1,692.24 1,657.97 1,454.29 1,509.90 1,740.99

△ 3.7 △ 3.5 2.3 △ 5.3 △ 3.2

台 32,460 31,446 31,196 30,713 28,869

2.0 △ 3.1 △ 0.8 △ 1.5 △ 6.0

台 26,566 26,317 26,313 25,887 26,788

△ 1.2 △ 0.9 △ 0.0 △ 1.6 3.5

人 1,654,065 1,663,383 1,659,803 1,621,934 1,547,810

0.1 0.6 △ 0.2 △ 2.3 △ 4.6

人 1,648,492 1,679,042 1,670,205 1,605,931 1,534,401

△ 1.6 1.9 △ 0.5 △ 3.8 △ 4.5

人 1,281,161 1,187,201 1,166,728 1,082,160 1,163,972

3.8 △ 7.3 △ 1.7 △ 7.2 7.6

指数 100.0 99.2 98.2 98.1 98.0

(H12=100) △ 0.5 △ 0.8 △ 1.0 △ 0.1 △ 0.1

雇用・労働 倍 0.44 0.44 0.42 0.51 0.60

※ 前年差 0.03 0.00 △ 0.02 0.09 0.09

人 57,464 56,980 59,834 65,085 71,449

8.6 △ 0.8 5.0 8.8 9.8

投　資 件 9,966 8,526 7,815 7,748 8,033

1.1 △ 14.4 △ 8.3 △ 0.9 3.7

億円 2,718.27 2,387.37 2,358.52 2,177.86 2,000.56

△ 13.2 △ 12.2 △ 1.2 △ 7.7 △ 8.1

企業・金融 件 206 143 122 108 99

15.1 △ 30.6 △ 14.7 △ 11.5 △ 8.3

億円 375.42 3,726.82 141.36 461.31 160.59

36.7 892.7 △ 96.2 226.3 △ 65.2

　注　　大規模小売店舗売上の金額（消費税は含まない）は店舗調整前、前年比は店舗調整後の数字である。
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２ 各論

（１）生産関連

鉱工業生産指数（３－１表）は、１０４.５で前年比11.6%の増、出荷指数（３－１

表）は、１０２.４で同7.5%の増、在庫指数（３－１表）は９３.４で同3.2%の減と

なった。

（ ） 、 。大口電力消費量 ３－２表 は １８億４,４５６万kwhで前年比9.1%の増となった

（２）消費関連

大規模小売店舗売上状況（３－３表）は、１,７４０億９,９００万円で、店舗調整

後で前年比3.2 の減となり、２年連続で前年を下回った。%
新車登録・届出台数（３－４表）は、新車届出台数（同６６０ｃｃ未満）が

、 （ ）２６,７８８台で前年比3.5 の増となったが 新車登録台数 排気量６６０ｃｃ以上%
が２８,８６９台で同6.0 の減となった。%

（ ） 、 、航空便利用客数 ３－５表 は 乗客数が１５４万７,８１０人で前年比4.6 の減%
降客数が１５３万４,４０１人で同4.5 の減となった。%

主要ホテル・旅館宿泊客数（３－６表）は、１１６万３,９７２人で前年比7.6 の%
増となった。

消費者物価指数（３－７表）は、総合指数、生鮮食品を除く総合指数ともに前年と

横ばいであった。

（３）雇用・労働関連

有効求人倍率（３－８表）は、０．６０で前年比0.09ﾎﾟｲﾝﾄの増であった。

新規求職申込件数（３－９表）は、８０,４６１件で前年比1.3 の減となったが、%
新規求人数（３－９表）は、７１,４４９人で同9.8 の増となった。%

（ ）、 、 、実質賃金指数 きまって支給する給与 総実労働時間指数 所定外労働時間指数

常用雇用指数（３－１０表）はともに、前年を下回った。

（４）投資関連

新設住宅着工戸数（３－１１表）は、８,０３３戸で前年比3.7 の増となった。%
公共工事請負件数（３－１２表）は６,４８６件で前年比7.8 の減、請負金額（３%

－１２表）は、２,０００億５,６００万円で同8.1 の減となった。%

（５）企業・金融関連

企業倒産件数（３－１３表）は９９件で前年比8.3 の減、負債額（３－１３表）%
は、１６０億５,９００万円で同65.2 の減となった。%

金融機関預金残高（３－１４表）は、12月末時点で３兆４,２００億円、金融機関

貸付金残高（３－１５表）は、同じく１兆９,３００億円となり、ともに前年末とほ

ぼ横ばいであった。
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＜ 資 料 編 ＞



３　経済指標の動き

（３－１表）
(1) 鉱工業指数

平成12年=100

鉱工業指数 H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

生産指数 100.0 92.1 90.1 93.6 104.5 103.1 104.7 108.0 102.3

出荷指数 100.0 93.3 92.0 95.2 102.4 102.8 102.7 103.7 100.2

在庫指数 100.0 105.2 95.6 96.5 93.4 87.1 101.0 100.5 70.4

（資料：県統計調査課）

（３－２表）

単位：千kwh

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

大口電力使用量 1,758,805 1,741,515 1,687,649 1,690,485 1,844,560 433,228 493,823 459,534 457,975

（資料：九州電力㈱宮崎支店）

生　産　関　連

(1) 鉱工業指数
　　（平成12年=100:

　　　年値は原指数、四半期値は季節調整済指数）

　○生産指数は、１０４.５で前年比
　　11.6%の増となった。
　　出荷指数は、１０２.４で前年比
　　7.5%の増となった。
　　在庫指数は、９３.４で前年比
　　3.2%の減となった。

鉱工業指数(平成12年=100）
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(2) 大口電力使用量

　○大口電力消費量は、
　　１８億４,４５６万kwhで前年比
　　9.1%の増となった。
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（３－３表）

単位：億円

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

衣料品 494.48 455.92 374.28 360.93 347.81 94.21 87.75 74.28 91.57

食料品 478.04 475.14 411.42 430.93 572.81 131.59 132.74 149.75 158.73

その他 719.72 726.90 668.59 718.08 820.36 196.39 194.78 208.20 220.99

計 1,692.24 1,657.97 1,454.29 1,509.90 1,740.99 422.19 415.28 432.23 471.29

（資料：九州財務局宮崎財務事務所）

（３－４表）

単位：台

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

新車登録台数 32,460 31,446 31,196 30,713 28,869 8,687 6,053 7,196 6,933

新車届出台数 26,566 26,317 26,313 25,887 26,788 8,047 6,241 6,401 6,099

（資料：日本自動車販売協会連合会宮崎県支部）

消　費　関　連

(3) 大規模小売店舗売上状況
　　(百貨店、専門店及びスーパー 計２４社８９店舗)

　○大規模小売店舗売上状況は、
　　１,７４１億９,９００万円で、店
　　舗調整後で前年比3.2%の減となり、
　　２年連続で前年を下回った。

　※　平成16年1月調査より調査対象先を拡大したた
　　め、売上高は連続しない。
　※　前年比は、店舗調整後の比較である。
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(4) 新車登録・届出台数

　○新車登録台数は、２８,８６９台で
　　前年比6.0%の減となった。
　　新車届出台数は、２６,７８８台で
　　前年比3.5%の増となった。
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（３－５表）

単位：人

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

利用客数(乗) 1,654,065 1,663,383 1,659,803 1,621,934 1,547,810 413,173 357,792 392,474 384,371

利用客数(降) 1,648,492 1,679,042 1,670,205 1,605,931 1,534,401 384,934 352,575 391,823 405,069

（資料：宮崎交通㈱）

（３－６表）

単位：人

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

宿泊客数 1,281,161 1,187,201 1,166,728 1,082,160 1,163,972 295,512 258,692 298,544 311,224

（資料：県観光・リゾート課）

(5) 航空便利用客数

　○乗客数は、１５４万７,８１０人
　　で前年比4.6%の減となった。
　　降客数は、１５３万４,４０１人
　　で前年比4.5%の減となった。
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(6) 主要ホテル・旅館宿泊客数

　○主要ホテル・旅館宿泊客数は、
　　１１６万３,９７２人で前年比
　　7.6%の増となった。
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（３－７表）

平成12年=100

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

総合指数 100.0 99.2 98.2 98.1 98.0 97.6 98.0 98.1 98.5

生鮮食品を除く 100.0 99.0 98.2 97.8 97.6 97.3 97.9 98.0 98.0

（資料：県統計調査課）

 

（３－８表）

単位：倍

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ
有効求人倍率(国) 0.59 0.59 0.54 0.65 0.83 0.76 0.80 0.85 0.90
有効求人倍率(県) 0.44 0.44 0.42 0.51 0.60 0.55 0.59 0.63 0.63

（資料：宮崎労働局職業安定部）

雇　用　・　労　働　関　連

(7) 消費者物価指数（平成12年=100）

　○総合指数は、前年と横ばいであっ
　　た。
　　生鮮食品を除く総合指数は、前年
　　と横ばいであった。
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(8) 雇用情勢

　○有効求人倍率（県、季節調整値）
　　は、０.６０で前年比0.09ﾎﾟｲﾝﾄの
　　増であった。
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（３－９表）

単位：件、人

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

新規求職数 71,829 75,840 84,618 81,499 80,461 21,478 23,348 19,190 16,445

新規求人数 57,464 56,980 59,834 65,085 71,449 17,598 16,595 18,944 18,312

（資料：宮崎労働局職業安定部）

（３－１０表）

平成12年=100

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

実質賃金指数 100.0 100.2 101.4 100.3 99.0 101.7 100.1 96.7 97.5
総実労働時間指数 100.0 99.7 102.2 103.1 99.0 99.3 99.5 98.5 98.7
所定外労働時間指数 100.0 101.2 112.9 117.2 104.0 114.3 98.8 98.0 104.8

常用雇用指数 100.0 98.2 95.8 94.1 92.5 92.7 92.5 92.5 92.3

（資料：県統計調査課）

(9) 求人状況

　○新規求職申込件数は、８０,４６１
　　件で前年比1.3%の減となった。
　　新規求人数は、７１,４４９人で前
　　年比9.8%の増となった。
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(10) 労働関係指数(平成12年=100)

　○実質賃金指数、総実労働時間指数、
　　所定外労働時間指数、常用雇用指
　　数はともに、前年を下回った。
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（３－１１表）

単位：戸

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ
新設住宅着工戸数 9,966 8,526 7,815 7,748 8,033 1,635 1,938 2,350 2,110

（資料：県建築住宅課）

（３－１２表）

単位：件、億円

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

件数 8,744 7,784 7,261 7,032 6,486 1,759 791 1,564 2,372

請負金額 2,718.27 2,387.37 2,358.52 2,177.87 2,000.56 409.04 377.50 658.43 555.59

（資料：西日本建設保証㈱宮崎支店）

投　資　関　連

(11) 新設住宅着工戸数

　○新設住宅着工戸数は、８,０３３戸
　　で前年比3.7%の増となった。
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(12) 公共工事請負状況

　○公共工事請負件数は６,４８６件
　　で、前年比7.8%の減となった。
　　公共工事請負金額は、
　　２,０００億５,６００万円で、前
　　年比8.1%の減となった。
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（３－１３表）

単位：件、億円

H12 H13 H14 H15 H16 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

件数 206 143 122 108 99 31 20 25 23

負債額 375.42 3,726.82 141.36 461.31 160.59 35.77 31.13 67.47 26.22

（資料：東京商工リサーチ）

（３－１４表）

単位：兆円

H12.12 H13.12 H14.12 H15.12 H16.12 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

預金残高 3.64 3.36 3.40 3.40 3.42 3.32 3.39 3.35 3.38

（資料：日本銀行宮崎事務所）

企　業　・　金　融　関　連

(13) 企業倒産状況
　　 （負債総額1千万以上の法人及び個人企業）

　○企業倒産件数は９９件で、前年比
　　8.3%の減となった。
　　負債額は、１６０億５,９００万
　　円で前年比65.2%の減となった。

企業倒産状況
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(14) 金融機関預金残高

　○金融機関預金残高は、12月末時点
    で３兆４,２００億円となり、前
　　年末と横ばいであった。
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（３－１５表）

単位：兆円

H12.12 H13.12 H14.12 H15.12 H16.12 H16 Ⅰ H16 Ⅱ H16 Ⅲ H16 Ⅳ

貸出金残高 2.17 1.95 1.92 1.92 1.93 1.92 1.90 1.91 1.92

（資料：日本銀行宮崎事務所）

（資料：県統計調査課）

景　気　動　向　指　数

(15) 金融機関貸付金残高

　○金融機関貸付金残高は、12月末時
　　点で１兆９,３００億円となり、
　　前年末と横ばいであった。
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(16) 景気動向指数

　○一致指数は、７月まで５０％以上
　　で推移したが、８月以降は毎月
　　50%を上下し、12月時点で41.7%に
　　なった。
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　注　　平成１３年から平成１５年までの概況は、「本県経済の概況（商工観光労働部）」である。

全国の
景気循環

日本経済

の動き
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宮崎県の累積景気動向指数の推移（一致指数）
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○累積景気動向指数（累積ＤＩ）

　◆　累積ＤＩには、景気の動きと連動する性質があるため、景気の動きを
   視覚的にとらえやすいという利点がある。
　　　但し、その数値の大きさは、景気変動の大きさを示すものではない。

　景気は悪化が続き、厳しいものとなった。

　景気は一部に下げ止まりの兆しがみられたもの
の、厳しいものとなった。

　景気は後半に一部に持ち直しの動きが見られたもの
の、依然厳しい状況であった。

　景気は、消費の面では依然厳しい状況が残った
ものの、生産活動や雇用の面で持ち直しの動きが
見られ、緩やかな回復基調となった。
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